
 

 

社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会の設置について 

 

 

高度成長期に整備された社会インフラの老朽化問題に関しては、適切な維持管理手法の

導入により長寿命化、維持管理・更新のトータルコストの縮減・平準化を図ることが課題

となっており、日本再興戦略（平成 25 年６月 14 日閣議決定）をはじめとする政府方針で

は、センサ、ＩＴ等を活用した社会インフラの状態の効率的な把握を可能とする新技術の

開発・導入を進めることとしている。  

 

これを受け、国土交通省においては 、モニタリング技術に関し、産学官が連携しながら、

現場実証を通じてその有効性を評価・分析すること等により、技術開発等を推進すること

としている。  

 

上記の取組を効率的、効果的に進めるため、別紙の規約（案）に基づき「社会インフラ

のモニタリング技術活用推進検討委員会」を設置し、以下について専門的見地から助言を

行う。  

・モニタリング技術の活用促進に向けた検討の方向性  

・モニタリング技術の現場実証に向けたニーズとシーズのマッチング   

・得られたデータと社会インフラの損傷・劣化等の関係 

・その他、モニタリング技術の活用に際し必要な事項 

 

  

資料１ 



（別紙） 

 

社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会 規約（案） 
 

 

（名称） 

第１条 本会は、社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会（以下、「委員会」

という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 委員会は、モニタリング技術について、維持管理等に対するニーズを踏まえたＩ

Ｔ等の先端的技術の適用性等の検討を行い、インフラでの実証等により検証するにあた

り、専門的な見地から助言を行うことを目的とする。 

 

（委員） 

第３条 委員会の委員長及び委員は、学識経験のある者のうちから、技術総括審議官が委

嘱する。 

２ 委員会の専門委員は、特定の分野について実務経験や知識の豊富な者のうちから、技

術総括審議官が委嘱する。 

 

（委員長） 

第４条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

 

（委員以外の者の出席） 

第５条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、委員会に出席して

その意見を述べ、又は説明を行うことを求めることができる。 

 

（ワーキンググループ） 

第６条 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の下にワーキンググループを設置

することができる。 

 

（委員会の議事） 

第７条 委員会の議事及び資料は、原則として公開とする。ただし、委員長が必要と認め

た場合は、その全部又は一部を非公開とすることができる。 

２ 委員会の資料及び議事概要は、委員の確認を得た上で、国土交通省ホームページにお

いて公開する。 

 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、国土交通省大臣官房技術調査課、公共事業調査室及び総合政策

局技術政策課が共同で処理する。 

 

（雑則） 

第９条 この規約に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。  
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社会資本の老朽化対策の政府方針への位置づけ等

資料１参考１

社会資本の老朽化対策の政府方針への位置づけ等

１．社会資本の老朽化対策の政府方針への位置づけ

そして次に、インフラの老朽化は世界共通の課題である。世界市場獲得も視野に、ITやセンサー、新素材などの技術の活用や開発を進
め、インフラの安全性確保や長寿命化、維持管理コストの合理化を実現したいと思う。こうした技術を前提に、インフラを長期にわたって、
効率的・経済的に管理する「インフラ長寿命化計画」の策定を推進したいと思う

第6回産業競争力会議 安倍総理ご発言 （H25.4.17）第6回産業競争力会議 安倍総理ご発言 （H25.4.17）

効率的・経済的に管理する「インフラ長寿命化計画」の策定を推進したいと思う。

内外情勢調査会成長戦略第三弾スピーチ （H25.6.5）内外情勢調査会成長戦略第三弾スピーチ （H25.6.5）

（第6回産業競争力会議 議事要旨より抜粋）

さて、我が国の社会資本整備は、高度成長時代の60年代から80年代にかけてピークを迎えました。これは、今後20年で、建設後50年
以上を経過する施設が、加速度的に増えることを意味します。笹子トンネル事故は、その現実を改めて思い知らせてくれました。これを
解決する鍵も、民間の力です。レーザースキャナーを使った非破壊検査や、センサーやロボットとＩＴを組み合わせた新しい維持管理手
法など、最新の技術がどんどん生まれてきています。最新の技術を活用し、コストを抑えながら、安全性の向上を図る「インフラ長寿命化

科学技術イノベ シ ン総合戦略 （H25 6 7閣議決定）科学技術イノベ シ ン総合戦略 （H25 6 7閣議決定）

基本計画」を、本年秋にとりまとめます。さらに、基本計画に基づいて、具体的な行動計画を策定し、あらゆるインフラの安全性の向上と、
効率的な維持管理を実現します。

（首相官邸ホームページ「平成25年 総理の演説・記者会見など」より）

（１）効果的かつ効率的なインフラ維持管理・更新の実現
①取組の内容

効果的、効率的に構造物の劣化・損傷等を点検・診断する技術やインフラを補修・更新する技術、インフラの構造材料の耐久性を
向上させる技術等 開発を推進する

科学技術イノベーション総合戦略 （H25.6.7閣議決定）科学技術イノベーション総合戦略 （H25.6.7閣議決定）

向上させる技術等の開発を推進する。
②社会実装に向けた主な取組

・フィールドを活用した技術開発の実用性の検証と公共調達における先導的導入【国土交通省】



世界最先端ＩＴ国家創造宣言 （H25.6.14閣議決定）世界最先端ＩＴ国家創造宣言 （H25.6.14閣議決定）

社会インフラの維持管理・更新に必要なデータを体系的に把握し、蓄積するため、2013年度から各施設の現況等のデータのデータ
ベース化を推進する。当該データを統一的に扱うプラットフォームを構築し、2014年度から一部運用開始、2015年度以降、機能強化を図
りつつ、本格運用へ移行する。併せて、各施設の管理者間での活用や国民への「見える化」も推進する。

また、劣化・損傷個所の早期発見、維持管理業務の効率化につながるセンサー、ロボット、非破壊検査等の技術の研究開発・導入を推
進する。研究開発にあたっては、開発された技術が現場での導入につながるよう、ニーズや信頼性、経済性に十分配慮するなど、将来的
な普及促進を見据えた研究開発を行う。

さらには、センサー、ロボット、非破壊検査等の技術と大規模データ解析技術とを組み合わせることにより、世界最先端の高精度分析手
法の確立に向け、2020年度までに、産官学が連携して、社会インフラの劣化状況等の把握に関する低廉かつ現場に即した技術の現場
への導入を図る。導入を図る。

○IT等 を活用したインフラ点検・診断システムの構築
今年度内に優先施設 の集中点検の実施 とインフラ情報のデ タベ ス化を推進し 来年度からインフラ維持管理 更新情報プラ

日本再興戦略 （H25.6.14閣議決定）日本再興戦略 （H25.6.14閣議決定）

・今年度内に優先施設への集中点検の実施、とインフラ情報のデータベース化を推進し、来年度からインフラ維持管理・更新情報プラッ
トフォームの一部運用を開始、2015年度以降、機能強化を図りつつ、本格運用する。
・センサーやロボット、非破壊検査技術等による点検・補修の信頼性・経済性が実証できたところから、順次、これらの新技術を導入する
（点検等の基準の見直し、政府調達等への反映等）。
・整備の推進により、人の手だけに頼るのではなく、インフラ情報や交通データ等の情報を地理空間情報（Ｇ空間情報）として統合運用

経済財政運営と改革の基本方針（H25.6.14閣議決定）経済財政運営と改革の基本方針（H25.6.14閣議決定）

することによるモニタリング技術の高度化、ロボットによる点検・補修技術の開発等により、効率的・効果的なインフラ維持管理・更新を実
現する。

（２）２１世紀型の社会資本整備に向けて
②新しく造ることから賢く使うことへ
・今後策定する社会資本整備の基本方針に基づき、安全性を確保しつつトータルコストを縮減するため、維持管理技術の開発促進と導
入、ストック情報の整備とＩＣＴの維持管理への利活用、長寿命化計画の策定推進、メンテナンスエンジニアリングの基盤強化とそのため
の体制整備等を進めるの体制整備等を進める。



２．社会資本のモニタリング技術に関する国土交通省の審議会等での位置づけ

社会資本の老朽化対策会議 当面講ずべき措置 （H25.3）社会資本の老朽化対策会議 当面講ずべき措置 （H25.3）

Ⅲ．当面講ずべき措置

（４）新技術の開発・導入等

現場の維持管理の効率化等を推進するため、劣化・損傷箇所の早期発見等に繋がる非破壊検査等による点検技術の開発・導入等
を推進する。

同時に、社会資本の維持管理等に対するニーズを踏まえ、ＩＴ等を活用した先端的インフラ維持管理システムの構築に向けた実証
実験等を推進する。

課題 主な対応

ＩＴ等を活用した維持管理イノベーション モニタリング技術等について、平成２５年度から維持管理等に対するニーズを踏まえた
ＩＴ等の先端的技術の適用性等の検討を行い、インフラでの実証等により検証

社会資本整備審議会・交通政策審議会 中間答申 （H25.5）社会資本整備審議会・交通政策審議会 中間答申 （H25.5）

第３章 戦略的な維持管理・更新のために重点的に講ずべき施策

３．維持管理・更新の水準を高めるための取組

（１）効率的・効果的な維持管理・更新のための技術開発等

・例えば、ICT をベースとした高度な点検・診断技術、データベース技術及びコンクリート舗装等耐久性の高い素材の採用など、ICT 
や材料等に関する分野横断的な技術について、技術開発や試行を積極的に実施するとともに、技術が確立されたものから、それらの
積極的な採用 普及を図る 特に我が国の成長分野として期待されているICT 技術については特に重点的に取り組むことにより 維積極的な採用・普及を図る。特に我が国の成長分野として期待されているICT 技術については特に重点的に取り組むことにより、維
持管理・更新の水準の向上を推進するともに、世界最高水準のIT 社会の実現に寄与する。



資料１参考２

本委員会の位置づけ

各分野での個々の適用検討技術的には先進的だが現場

課題

技術

現場への
実験的適用

各分野での個々の適用検討

新技術情報

現状

技術的には先進的だが現場
での活用が進まない

技術
シーズ

新技術情報

提供システム
（NETIS）など

本委員会

現場ニーズにあった
（社会実装可能な）
技術の掘り起こし

評価
普及段階と
しての現場
適用の拡大

普及

①すでにある優れた技術を掘り起し社会実装を可能にする

現場
ニーズ ①すでにある優れた技術を掘り起し社会実装を可能にする

②現場ニーズを伝えることによる技術シーズの開発活性化

③全国的・分野横断的に検討し情報共有することによるシナジー効果の発揮

ニーズ

課題

現状

既存の技術のうち確実に
使えそうなものだけ利用

課題
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